
⑴ 所属別･職位別職員配置状況（派遣元別）（令和８年３月31日現在） （単位：人）

⑶ 固有職員の退職の状況
（単位：人）
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令和７年度　人事行政の運営等の状況の公表

　「多摩ニュータウン環境組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき

令和７年度の人事行政の運営等の状況を公表します。

❶職員の任免及び職員数に関する状況

⑵ 固有職員の採用状況

　多摩ニュータウン環境組合の職員は、構成市（八王子市、町田市、多摩市）からの派遣職員と

環境組合で採用した固有職員からなっています。派遣職員の派遣期間は、原則として３年です。
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　令和7年度採用なし
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⑴ 人件費等の決算状況 （単位：円）

【職員手当の内訳】 （単位：円）

⑵ 職員の給与の状況（令和８年３月31日現在） （単位：円）

　※職員手当には児童手当、退職手当組合負担金は含まれてません。

⑶ 平均給料月額及び平均年齢　（令和７年４月１日　現在）

⑷ 特別職の報酬・給料等　（令和７年４月１日　現在） （単位：円）

区 分

管 理 者

副 管 理 者

議 会

監 査 委 員

議 長

副 議 長

議 員

識 見 者

議 会 選 出

86,251,849 75,173,159

75,173,159

45,329,458 159,060,042

１ 人 当 た り
給 与
（ Ｂ ／ Ａ ）給 料 職 員 手 当 期末勤勉手当 計（Ｂ）

86,251,849 8,371,581

勤 勉 手 当管理職手当 期 末 手 当

❷職員の給与の状況

合 計

2,099,580 360,000 40,730 5,000

退職手当組合
負担金

2,820,000 15,137,569 1,477,856 5,538,000 21,898,410 23,431,048

扶 養 手 当 地 域 手 当

休日勤務手当 管理職特別手当 児 童 手 当

1,685,000 679,966

給 与 費

超過勤務手当

職員数
（Ａ）

19 人

職員数

19 人

通 勤 手 当 住 居 手 当

27,478,735

161,425,008 31,917,209 193,342,217

合 計

給 料 職 員 手 当 計

給 与 費 市 町 村 職 員
共 済 組 合
負 担 金

平 均 給 料 月 額

円376,533

平 均 年 齢

46.6 歳

12,000

報 酬 等 の 月 額

55,000

50,000

45,000

40,000

35,000

28,000



⑴ 職員の勤務時間

⑵ 年次有給休暇の取得状況

⑶ 特別休暇等の状況

❸職員の勤務時間とその他勤務条件の状況

　職員の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分の１日７時間４５分で、週３８時間４５分と

なっています。その他年次有給休暇の取得状況、特別休暇等の状況は次のとおりです。

1週間の正規の
勤務時間

開始時刻 終了時刻 休憩時間

38時間45分 午前8時30分 午後5時15分 正午から1時間

付与人数　A 付与日数　B 取得日数　C
平均取得日数

C/A
取得率
C/B

19 人 380 日 335 日 17.6 日 88.2 ％

休暇の種類 付与日数・期間等

病 気 休 暇  療養を必要とする期間

公 民 権 行 使 等 休 暇  必要な時間

妊 娠 出 産 休 暇  出産の前後を通じ16週間（多胎妊娠の場合は24週間）以内

母 子 保 健 健 診 休 暇  必要な時間(妊娠中に9回及び出産後に1回又は妊娠中に10回の範囲内)

妊 婦 通 勤 時 間  1日1時間以内

育 児 時 間  1日2回、合計90分以内

出 産 支 援 休 暇  2日以内

育 児 参 加 休 暇  5日以内

妊 娠 症 状 対 応 休 暇  10日以内

子 の 看 護 等 休 暇  子1人→5日以内／年度、子2人以上→10日以内／年度

生 理 休 暇  必要な期間

慶 弔 休 暇  結婚＝7日以内　忌引＝死亡者の区分に応じ、1日から10日以内

ド ナ ー 休 暇  必要な期間

リ フ レ ッ シ ュ 休 暇  勤続⇒10年3日、20年5日、30年7日、35年6日

 子が満3歳に達する日まで

配 偶 者 同 行 休 業  3年以内

修 学 部 分 休 業  修学に必要と認められる期間(2年以内)中、勤務時間の1/2を超えない範囲内

交 通 遮 断 等 休 暇  必要な時間

災 害 休 暇  7日以内

ボ ラ ン テ ィ ア 休 暇  5日以内／年度

短 期 の 介 護 休 暇  要介護者1人→5日以内／年度、要介護者2人以上→10日以内／年度

夏 季 休 暇  6月1日から10月31日までの期間に5日以内

介 護 休 暇  6ヶ月以内

育 児 休 業

自 己 啓 発 等 休 業  大学等課程の履修＝2年以内、国際貢献活動＝3年以内

介 護 時 間  取得の初日から3年以内の期間で、1日2時間以内

部 分 休 業  子が小学校就学の始期に達する日まで、1日2時間以内



⑴ 分限処分件数

⑵ 懲戒処分件数

（単位：人）

❹職員の分限及び懲戒処分の状況

　分限処分は、職員が一定の事由がある場合に本人の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分をいい、その目的
は公務能率の維持と向上を図ることにあります。分限処分には、免職、降任、休職、降給の4種類があります。
　懲戒処分は、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うために行う処分であり、公務における規律と秩序を維持
することを目的としています。懲戒処分には、免職、停職、減給、戒告の4種類があります。

　令和７年度の分限処分はありません。

❺職員の服務の状況

　職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、全力で職務遂行しなければいけません。職務の遂行にあたって職
員が守るべき義務は、次のとおりです。

区　分 内　　容 違反者

職 務 命 令 等 に 従 う 義 務
　職員は法令等の定める規定に従い、かつ上司の職務上の命令に忠実に従わな
ければいけません。

0

　職員は争議行為（ストライキ）等が禁止されています。 0

営 利 企 業 等 の 従事 制限

　職員は営利企業等に従事することは制限されており、従事する場合は許可を
受けなければいけません。なお、公務の遂行に悪影響を及ぼさないと判断できる
ものについては、任命権者の許可を得ることによって営利企業等に従事するこ
とができます。

0

0

信 用 失 墜 行 為 の 禁 止 　職員は職の信用を傷つけたり、職の不名誉となる行為をしてはいけません。 0

守 秘 義 務 　職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。退職後も同様です。 0

職 務 専 念 義 務
　勤務時間中全力で職務遂行しなければいけません。ただし、研修を受ける場
合、厚生に関する計画の実施に参加する場合などに限り、職務専念義務が免除
されます。

　令和７年度の懲戒処分はありません。

政 治 的 行 為 の 制 限
　職員は政党その他の政治的団体の結成に関与するなどといった政治的行為が
禁止されています。

0

争 議 行 為 等 の 禁 止



（単位：人）

専門研修

2

❻職員の研修の状況

研　修　名 内　　容 受講人数

市 町 村 職 員 研 修 所 研 修

 課長新任研修（管理者の役割） 1

 ファシリテーター入門 1

 地方公務員法（オンデマンド型研修） 1

 デザイン思考（ライブ配信型研修） 1

 例規作成実務科 1

 財政科 1

 契約科 1

1

 メンタルヘルス研修（ライブ配信型研修） 3

 はじめての動画作成

1

令和７年度 特別コース 清掃工場の建替事業について 1

❼職員の人事評価の状況

1

 講演会 3

 ISOセミナー内部環境監査員養成コース 2

 防災センター要員講習・自衛消防業務講習（再講習） 2

 防火・防災管理新規講習 1

 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習 1

 特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者技能講習 3

 フルハーネス型安全帯使用作業特別教育講師養成講座 1

 粉じん作業特別教育 3

 ゴンドラ取扱い業務特別教育 1

 廃棄物の焼却施設に関する業務（ダイオキシン類）に係る特別教育

 多摩ニュータウン環境組合人財育成方針で規定する標準職務遂行能力を評価項目とし、職員が発揮した能力の評価と、個々
の設定した目標の達成状況を評価する業績評価により人事評価を行っています。

❽職員の退職管理の状況

　職員で管理職であった者は、退職後２年間、管理職として関与していた職務に関する働きかけが禁止されています。また、
再就職情報の届出義務があります。

令和７年度の該当はありません。

東京都公害防止管理者講習（一種）

 廃棄物対策科



⑴ 共済制度の状況

⑵ 健康診断等の実施 （単位：人）

⑶ 公務災害補償制度 （単位：件）

⑴ 勤務条件に関する措置の要求の状況

⑵ 不利益処分に関する不服申立ての状況

（内 人間ドック等により代替した職員） （内 1）

加入団体 災害件数

地 方 公 務 員 災 害 補 償 基 金 東 京 都 支 部 0

❾職員の福祉及び利益の保護の状況

　地方公務員法第43条では、「職員の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、傷害若しくは死亡又はその被扶養者の病気、負
傷、出産、死亡若しくは災害に関して適切な給付を行うための相互救済を目的とする共済制度が、実施されなければならな
い。」と規定しており、その共済制度は、地方公務員等共済組合法で定められています。
　共済組合が行う事業は、短期給付事業、長期給付事業及び福祉事業に分かれています。各事業に要する費用は、組合員の
掛金と地方公共団体の負担金によって賄われており、掛金及び負担金の額は各共済組合の定款で定められています。多摩
ニュータウン環境組合は、多摩地域の市町村で構成する東京都市町村職員共済組合に加入しています。

区　分 受診者数

❿公平委員会への申立等の状況

　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、適切な措置がとられるべきことを要求すること
ができます。

　令和７年度の要求事案はありません。

　職員は、懲戒その他意に反する不利益な処分を受けた場合、公平委員会に不服申立てができます。

　令和７年度の申立て事案はありません。

定 期 健 康 診 断 19

Ｂ 型 肝 炎 予 防 接 種 1

破 傷 風 予 防 接 種 2


